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Ⅱ アジア歴史資料センターの
取組等
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Ⅱ-１．使命と役割
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 戦後５０周年の前年(１９９４年)に村山総理（当時）が発表した「平和友好交流計画」に関

する談話でその設立の検討が言及され、１９９９年１１月３０ 日の閣議決定「アジア歴史資

料整備事業の推進について」(別添)に基づき２００１年に設立された。

 国が保管するアジア歴史資料を広く提供し、日本の歴史に向き合う誠実な姿勢を示すこと
により、日本と近隣諸国との相互理解や相互信頼の基盤を築く(日本と東アジア諸国の間
の歴史認識問題が背景)。

 国立公文書館、外務省外交史料館、防衛省防衛研究所戦史研究センターからデジタル化
画像として提供されたアジア歴史資料をインターネット上で公開。

 終戦７０周年を迎えた２０１５年８月、安倍晋三内閣のもとに設置された「21 世紀構想懇談
会」がアジ歴の「充実」の必要性をうたい、報告書においてもアジ歴の取り組みが高く評価
された。また、同懇談会が「戦後の資料についても収集、公開する必要がある」と提言した
ことが後押しとなり、アジ歴データベースの対象が戦後期（暫定的に１９７２年の日中国交
正常化まで）に延伸された。
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Ⅱ-２．これまでの取組と成果

外交史料館と防衛研究所戦史研究センターに限れば、明治初期か
ら第２次大戦終結までに作成、取得された公文書の大部分をデジタ
ル化画像として提供している。

海外のユーザーや研究者も高く評価（開設２０周年シンポジウム（２
０２１年１１月２日開催）に参加した中国、韓国や台湾の研究者も、
アジ歴の活動は日本と東アジアの歴史に関する相互理解に貢献
してきたと評価している。

コロナ禍で広報活動・情報発信を工夫、推進し、一般向けオンライ
ンセミナーの開催やインタビュー動画の制作を実施した。
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Ⅱ-２．これまでの取組と成果

利便性が高く、歴史の専門家だけでなく、広く一般市民にも歴史資
料の活用の道を開いたとして２０２０年にデジタルアーカイブ学会の
実践賞を受賞。
・ 横断検索機能

３機関から提供された膨大な資料群をデジタルデータとして統合し、一括して横断検索
やキーワード検索が可能

・ 冒頭 ３００ 文字分のテキスト化

検索情報として利用できるようすべての資料の冒頭 300 文字分をテキスト化、キーワー
ド検索の範囲と精度が格段に充実した

・ 検索ツールの多様化

英語による資料検索を行うことができるよう、資料件名、作成者名等を英訳（類義語を
含めて検索するための辞書機能の強化や、「絞り込み検索」機能、 「表記の揺れ」に対
応したシソーラスを整備）

・ リンク提携方式による情報提供の拡大

デジタルアーカイブを運営する内外の公文書館や大学等の研究機関が公開する資料も
利用可能に（スタンフォード大学フーバー研究所等、国内外９つの機関と提携済み）
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Ⅱ-３．課題
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●３機関からの提供資料（データ）の減少
（防衛研究所からの旧陸海軍資料の提供はまもなく終了）

●データベースの拡大（対象資料の戦後への延伸）
（外務省が提供する戦後外交資料は、暫定的に1972年まで）

●個々の資料のテキスト化の拡大、多言語化
（現状は先頭300文字のテキスト化、検索情報の英訳のみ）

●新規ユーザーの開拓と普及
（研究者以外のユーザーへの普及、歴史教育、社会教育への貢献）

●国立公文書館とアジ歴の二つのデジタルアーカイブの関係の整理
（両者の目的と役割は異なり、棲み分けは可能）

●内外のデジタルアーカイブとの連携・協力のあり方
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アジア歴史資料整備事業の推進について 別添

（別添）アジア歴史資料整備事業の推進について
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別添

国立公文書館 外交史料館 防衛研究所

戦史研究センター

三館からの累計画像提供数の割合(2001-2021)

（別添）資料提供三館からの提供画像数の変移
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